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１ 2040年を展望して取り組むべき方向性を検討するための分析 

（ア）現在の本市を取り巻く状況に係るデータ収集・分析 

○ 「（ア）現在の本市を取り巻く状況に係るデータ取集・分析」では、2040年を展望して取り組むべ

き方向性を検討するため「横浜市中期４か年計画 2018-2021」の「Ⅰ横浜を取り巻く状況」で示さ

れた項目を参考として以下の分野に係るデータを収集しました。 

・子育て支援等 

・健康・医療 

・介護・福祉 

・学校教育 

・生涯学習・スポーツ等 

・多文化共生・地域コミュニティ・男女共同参画 

・環境 

・都市基盤整備 

・防災・防犯等 

・土地利用 

・観光 

・財政 

○ なお、各分野において時系列・市内地域間・都市間のデータ分析に加え、以下の項目について整

理・分析を実施しました。 

・全国的な動向と問題 

・国の政策動向 

・主要な指標の推移等 

○ また、「子育て支援等」や「健康・医療」などの分野ごとに「考察時の留意点」として、各分野に

おける課題解決を図る上で検討すべきポイント等についてとりまとめを実施しました。 

○ 具体的な分析内容は「（ア）現在の本市を取り巻く状況に係るデータ取集・分析」をご参照くださ

い。 
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参考：子育て支援等の分析例 
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参考：健康・医療の分析例 

  



 

4 

 

参考：介護・福祉の分析例 
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参考：学校教育の分析例 

  



 

6 

 

参考：生涯学習・スポーツ等の分析例 
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参考：多文化共生・地域コミュニティ・男女共同参画の分析例 
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参考：環境の分析例 
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参考：都市基盤整備の分析例 
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参考：防災・防犯等の分析例 
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参考：土地利用の分析例 
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参考：観光の分析例 
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参考：財政の分析例 

  



 

14 

 

（イ）今後起こりうる大きな変化を見据えた本市の強み・弱みの分析 
○ 「（イ）今後起こりうる大きな変化を見据えた本市の強み・弱みの分析」では、2040年頃にかけ

て、市民生活や企業活動に大きな影響を及ぼすと考えられる変化として以下の７つの変化を対象

として選択し、各種資料に基づき整理・分析を実施しました。 

・人口・世帯構造 

・都市構造 

・産業経済 

・災害対策・危機管理 

・日本人の意識の変化 

・地方自治 

・新型コロナウイルス感染症の短中期的な影響 

○ なお、「強み・弱み」の分析については横浜市と相談の上、「（イ）今後起こりうる大きな変化を見

据えた本市の強み・弱みの分析」ではなく、「（ウ）2040年を展望して取り組むべき方向性の案の

作成」で対応することとしています。 

○ 具体的な分析内容は「「（イ）今後起こりうる大きな変化を見据えた本市の強み・弱みの分析」を

ご参照ください。 
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参考：分析例① 
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参考：分析例② 
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参考：分析例③ 
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参考：分析例④ 
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参考：分析例⑤ 
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参考：分析例⑥ 
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（ウ）2040 年を展望して取り組むべき方向性の案の作成 
○ 「（ウ）2040年を展望して取り組むべき方向性の案の作成」では、「（ア）現在の本市を取り巻く状

況に係るデータ取集・分析」及び「（イ）今後起こりうる大きな変化を見据えた本市の強み・弱み

の分析」の分析結果を踏まえ、横浜市が 2040年を展望して取り組むべき方向性（案）を作成して

います。 

○ 横浜市が将来にわたり魅力と活力に溢れ「横浜らしさ」を生み出す都市であり続けるためには、

住民と企業から選ばれるまちであり続けることが重要であるという視点にたち、「人に選ばれるま

ちであるための方向性（案）」と「企業に選ばれるまちであるための方向性（案）」をの２つの検

討を進めています。 

○ 具体的な分析内容は「（ウ）2040年を展望して取り組むべき方向性案の作成（人口）」と「（ウ）

2040年を展望して取り組むべき方向性案の作成（産業）」のとおりですが、以下にその概要を示し

ています。 

（１）人に選ばれるまちであるための方向性（案） 

①市全体でみた社会増減の状況や背景要因 

＜本市の社会増減の特徴＞ 

○ 本市の社会増減は、一都三県以外の地域からの 10～20歳代の若年層を中心とした社会増に支えら

れています。しかし、全国的な少子化や人口減少を背景に、一都三県のうち東京都以外の神奈川

県、埼玉県、千葉県では人口の流入量が鈍化が進んでおり東京圏の中でもより中心地域への一極

集中の傾向が強まることで本市でも将来的な地方圏の転入の先細りが見込まれます。 

○ 本市は神奈川県（20～29歳を除く）・東京都に対して社会減となっており、県内他団体別の傾向で

は、横須賀市に社会増、川崎市・大和市に社会減です。就職を機に「横須賀市よりは横浜市」「横

浜市よりは川崎市」など、より都心へ近い地域へ転居している可能性が考えられます。 

○ また、「横浜市外転出者意識調査」では転出要因として「就職・転勤など仕事のため」の 33.9％に

続き、「結婚のため」が 24.0％で２番目に高くなっており、進学・就職を機に本市へ転入してきた

若者が、結婚・転勤などのタイミングで市外に転出している可能性が考えられます。 

 

＜転居先選択の要因について＞ 

○ 市全体の社会増減について、第一に「横浜市外転出者意識調査」から転出時の転居先選択理由に

着目すると、「交通（通勤・通学・買い物等）の便がよいから」が 41.1％、「家賃や住宅の価格が

手ごろだから」が 14.2％、「親や子、親族などが近くにいるから」が 13.6％で上位を占めていま

す。 

○ このうち、「交通利便性」「家賃・住宅取得費用」は、例えば、交通利便性では「横浜駅を基準とし

た場合、東京駅への交通アクセスは、品川駅よりも遠く、藤沢駅よりは近い」、家賃・住宅取得費

用では「横浜市の平均地価は、品川区より低く、藤沢市よりは高い」など、周辺地域との相対比

較によるものとなります。 

○ したがって、「交通利便性」「家賃・住宅取得費用」の動向の把握は重要であるものの、相対的な関

係の中で強み・弱みが決定されるため、市全体としての取り組みの方向性の設定は困難であり、後

述する地域別の社会増減の状況・要因をもとにターゲットや競合などを見極める必要があると考

えます。 
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②地域の社会増減の状況や背景要因 

○ 「住民基本台帳人口移動報告」に基づく、平成 21～令和元年の社会増減の動向に着目し、以下の

とおり本市を４つの地域に分類した上で、それぞれの特徴を整理します。 

（ア）「一貫して社会増」の地域（鶴見区、神奈川区、西区、中区、南区、港北区） 

✓ 一都三県以外の地域からは社会増。西区は一都三県全てから社会増、鶴見区、中区は神奈川県

に社会減、神奈川区、南区、港北区は神奈川県、東京都に社会減。 

✓ 各区の主要駅から横浜駅へは約 10 分、品川駅へは約 30 分と、東京都心や本市の就業の中心部

（昼間人口比率が 100を超える地域）に高いアクセス性。 

✓ 昼夜間人口比率が 100を大きく上回り居住地・かつ通勤・通学先でもある西区・中区、100前後

での神奈川区、100を下回り居住地としての強みをもつ鶴見区、南区、港北区 

  

✓ 鶴見区、神奈川区、西区、港北区は、東京都への流出者の割合が高く、将来的に都心部での住居

取得費用の低下が進む場合、より職場へ近い地域への居住を求め、東京都や川崎市などへ転出

が進む可能性。 

✓ テレワークの推進やサテライトオフィスの設置など働き方の意識の変化により、居住地選択時

の勤務地への交通利便性の重要性が下がり、東京都への転出の減少（メリット）、より通勤・通

学先への交通利便性や近接性が低い地域からの転入の減少（デメリット）につながる可能性 

(イ)「社会減から社会増」に転じた地域（保土ケ谷区、旭区、戸塚区、港南区、磯子区、緑区） 

✓ JR東海道本線沿線や JR横浜線、相模鉄道本線の沿線地域で、市内でも都心や市中心部に対する

アクセス性が比較的高い 

✓ 戸塚区の 20歳代、港南区の 30歳代を中心に東京都や川崎市・藤沢市に対して社会減（ただし、

戸塚区の 30歳代は 20歳代の社会減を上回る社会増）。戸塚区では、川崎市に対して就職時に都

心部の交通利便性の高い地域へ転出の後、結婚・出産等を迎えた 30歳代以降の人々が転入。藤

沢市に対して「交通利便性よりも住宅事情を優先させたい」人々が転出している可能性。 

✓ 保土ケ谷区は 20歳代で東京都、神奈川県へ大きく社会減で、20～30歳代で市内の相鉄線本線沿

線の旭区、JR東海道本線沿線の戸塚区、川崎市へ転出。旭区は神奈川県内に社会増だが、20歳

代を中心に大田区を除く東京都区部に大きく社会減。また、保土ケ谷区からは社会増の一方、

大和市や相模原市へ大きく転出。いずれも結婚・出産等を迎えた 20～30歳代が、沿線上で「交

通利便性よりも住宅事情を優先させた」転居が発生している可能性。 

✓ 磯子区は一都三県に 10～30歳代、60歳代以降で社会減。特に 20歳代で大幅に減少。市内に対

しては流出の大きい地域の中区、金沢区の 20 歳代や南区の 30 歳代中心に社会増であり、居住

地として強みを持つ。一方、県内でも川崎市、鎌倉市、相模原市、大和市や東京都には社会減で

あり、市外の周辺地域に対しては強みを発揮できていない可能性。 

✓ 緑区では都筑区や港北区、川崎市への流出が大きい一方で社会増であり、安価な地価などを背

景に居住地としては強みを持つ。町田市へは社会減。 

 

 

(ウ)「社会増から社会減」に転じた地域（青葉区、都筑区） 
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✓ 平成 27～平成 29年平均から社会減に転じており、平成 27年頃に社会増減の傾向に変化。青葉

区は町田市の 375人など東京都への社会減、都筑区では東京都・神奈川県のそれぞれに社会減。

20～29歳は共通して社会減である一方、青葉区の 10～19歳、都筑区の 30～39歳は社会増。 

✓ 青葉区では、昭和 41年の東急田園都市線の溝の口～長津田間開通を契機とした、土地区画整理

事業による大規模な宅地開発が平成８年におおむね完了を迎えたこと、都筑区では区域の約半

分を占めている港北ニュータウンの建設事業が平成 16年までに完了したことで、これらの地域

の社会増減における強みが低下した可能性。 

(エ)「一貫して社会減」の地域（泉区、瀬谷区、金沢区、栄区） 

✓ 本市の中でも東京都心部から離れた地域。 

✓ 一都三県以外の地域からの社会増を一都三県（特に神奈川県、東京都）への社会減が上回り、特

に 20～30 歳代の社会減が大きい。ただし、瀬谷区の全年齢や泉区の 20 歳代以降では市内他区

に対して社会増。 

✓ 東京都への通勤・通学者は全市を下回る一方、川崎市や、藤沢市（金沢区を除く）など県内他市

区町村への通勤・通学者が多い。 

✓ 本地域の居住者は、川崎市よりも東京寄りの地域へ就職した場合多くが交通利便性の高い地域

へ転出。一方で、泉区・瀬谷区では、市内他区在住者が就職後の結婚、出産に伴い「交通利便性

よりも住宅事情を優先させたい」市内他区在住の転居希望者の受け皿として市外転出を抑制さ

せている可能性。 

 

③社会増減の状況や背景要因を踏まえた本市全体としての取り組みの方向性（案） 

A) 本市に縁のある人々から“もう一度”選ばれるまち 

＜着目する理由＞ 

○ 転居先選択理由のうち、「交通利便性」「家賃・住宅取得費用」は、相対的な関係の中で強み・弱み

が決定されるため、地域別の社会増減の状況・要因をもとにターゲットや競合などを見極めるに

は重要であっても、「交通利便性」「家賃・住宅取得費用」そのものについて市全体としての取り組

みの方向性の設定は困難であると考えます。 

○ そのため、本市が「選ばれるまち」であり続けるため、各地域の社会増減の特徴を踏まえた上で、

本市の転出理由でも上位を占めている「親や子、親族などとの近居」に着目し、本市の出身者や

現在の実家が本市に位置しているなど、本市に縁のある人物が「もう一度住みたい、また戻りた

い」と思えるような働きかけを行うことが重要と考えます。 

○ 「親や子、親族などとの近居」は、親や子、親族などに何かがあったとき、すぐに駆けつけること

ができる距離に住むことで、例えば、子どものいる共働きの保護者にとっては自身の両親から育

児のサポートを受けることができる、高齢の両親側にとっては実家を離れた子どもが近くに住む

ことで、高齢化による生活面の不安や不便について支援を受けやすい、といったメリットがある

と考えられます。高齢化や「夫婦のみ世帯」「単独世帯」の増加、共働き世帯の増加が進む中で、

子育てや介護など生活の不安を「家族」との支え合いで解決できる重要性は増していくと考えら

れます。 

○ また、市境の居住者や沿線地域など一部例外はあるものの、他地域が同様の政策・施策実施した

場合でも、競合相手が限定的と考えられる点も重要と考えます。 
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＜地域別の方向性＞ 

【「一貫して社会増」の地域や「社会減から社会増」に転じた地域】 

○ 「一貫して社会増」の地域や「社会減から社会増」に転じた地域では、将来的な都心部での住居取

得費用の低下の可能性や、テレワークの浸透などの働き方の意識の変化による居住地選択におけ

る勤務地への交通利便性の重要性低下を踏まえる必要があります。交通利便性と住宅取得費用の

関係は変えられない一方、いずれの地域でも、20～30歳代が結婚・出産等を迎えるなかで、沿線

上で交通利便性よりも住宅事情を優先させた転居が発生しており、市外の周辺地域に対しては強

みを発揮できていない状態と言えます。それらの地域に対して、「親や子、親族などとの近居」の

もつメリットを活かし、より住宅取得費用の低い地域への転出を抑制していくことが重要と考え

ます。 

 

【「社会増から社会減」に転じた地域や、「一貫して社会減」の地域】 

○ 「社会増から社会減」に転じた地域や「一貫して社会減」の地域など、既に人口減少や社会減の傾

向の地域でも、これらの地域の出身者や実家が所在しているなど「縁のある人々」であればその

他の人々と比較して新たな転入は呼び込みやすいと考えられます。 

○ 「社会増から社会減」に転じた地域の青葉区・都筑区は、市内でも比較的 0～14歳人口や 15～65

歳人口の割合が高い地域です。つまり、これから就職等を迎え巣立っていく人や、巣っていく子

どもの保護者が多い地域と考えられます。就職、結婚、出産、子育て、介護など本人や家族の生活

の変化に対して、家族同士で支え合うことのできる地域づくりは本地域の強みとなっていくと考

えられます。 

○ 「一貫して社会減」の地域では、就職を機に交通利便性の高い地域へ転出している一方で、就職後

の結婚、出産などライフステージの変化に伴い、交通利便性よりも「地価が安く同じ費用で広く住

める」など住宅事情を優先させたい場合、転入先の候補に挙げられている地域です。特に、市内他

区在住の転居希望者の受け皿として選ばれている傾向があり、従来は住宅事情から藤沢市や大和

市など周辺地域へ転出してしまった人々を、市との縁から市内へ留めることができるような地域

であることが必要になると考えます。 

 

B) “東京圏の故郷“として選ばれ続けるまち 

＜着目する理由・地域別の方向性＞ 

○ 本市の人口動態の中心となっていた若年層を中心とした地方からの転入者の将来的な先細りに留

意した上で、地方からの転入者に対しての取り組み方針を設定することが重要であると考えます。 

○ 「一貫して社会増」の地域はもちろん、「社会減から社会増」に転じた地域、「社会増から社会減」

に転じた地域、「一貫して社会減」の地域でも地方圏からは基本的に社会増となっています。 

○ ただし、社会増は鈍化しており、現状の傾向のまま地方圏からの若年層の転入の減少が進むと、

既に自然減に転じている本市にとって少子高齢化の進行や総人口の減少の要因となることはもち

ろん、市内従業者の約 7割を市民が占めている（総務省「国勢調査」）本市にとって、経済・産業

の担い手の減少と密接に関連しています。また、労働人口の減少は、税収減やそれにともなう公

共サービスの低下など、他の分野でも負の波及効果を引き起こすことが想定されます。 
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○ さらに、若年層の住民の減少は人口だけでなく、本市に所在する企業等にとっても、より良い人

材の確保が困難となることから、事業環境の悪化につながり、企業の他地域への転出を促す可能

性も考えられます。 

○ 本調査では「横浜市外転出者意識調査結果（平成 30 年３月）」をもとに転出の理由や転出先選択

の理由の整理を行いましたが、本市への転入理由は把握できていません。 

○ 例えば、地方の若者の東京圏へ転入理由は、多くの場合「進学・就職」と考えられますが、その中

でも周辺の他地域ではなく本市へ転入した人々が、どのような理由に基づき本市への転入を決め

たのかの詳細な情報は把握できていないものと考えます。前項でも触れた「交通利便性」「家賃・

住宅取得費用」に基づき判断している場合も少なくないと考えられますが、地方からの転入に対

して本市ならではの要因の有無やその詳細を把握することは、将来的な地方からの転入減や東京

圏ではなく東京都への一極集中を考慮すると重要と考えられます。 
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（２）企業に選ばれるまちであるための方向性（案） 

①本社機能 

着目した理由 

○ 神奈川県は 29年間連続で企業の転入が転出を上回り、転入超過数は日本一多い 

○ 横浜市は人事・企画・広報・法務など企業の本社機能（管理部門）に携わる人が多い 

○ 本社機能の存在は、①熟練労働者の雇用創出、②学術・専門サービス業などのビジネス創出、

といった本社機能立地独自の効果が期待でき、地域経済にとって重要 

 

横浜市における本社機能集積の要因と今後の変化、将来における方向性（案） 

 
○ これまで横浜市には東京と比較した安い賃料や広いオフィス、東京・全国への高いアクセス性、

市と県による充実した企業誘致策、大学立地などによる採用のしやすさといった「本社機能集積

で満たすべき条件」と、神奈川県内に多数存在する生産・研究開発拠点への近接性や従来からの

従業員の通勤利便性を実現できるという「横浜ならではの要素」が揃っていたことで日産自動車

をはじめとする本社の移転が続き、現在のような本社機能の集積が実現していました。 

○ ただし、今後はリニア中央新幹線開通などの交通網の変化によって周辺自治体のアクセス性がこ

れまで以上に向上することや、他の自治体が地方創生といった国の政策を背景とするより充実し

た企業誘致策を講じることにより競合の魅力が大きく向上し、横浜市の優位性が崩れる可能性が

あります。また、これまで強みであった「安い賃料・広いオフィス」はアフターコロナの生活様

式の変化により都心のオフィス賃料が下落することや集積地であったみなとみらいの開発余地が

なくなり賃料が上昇することで比較優位が喪失する可能性も考えられます。 

○ 今後は「採用のしやすさ」や横浜ならではの要素と言える「神奈川県内の拠点への近接性」と

「本社従業員の通勤利便性」といった横浜に残された強みを活かして「働く人々に快適な働き方

を提供し続け、横浜ゆかりの企業に居続けてもらう」状態を目標とすることが将来における望ま

しい方向性と考えられます。  

本社機能集積で満たすべき条件 横浜ならではの要素

安い賃料・広いオフィス

• みなとみらいの割安な賃料・広々とした土地

東京・全国へのアクセス性

• 都心へ30分圏内、羽田空港・東海道新幹線

充実した企業誘致策

• 市・県による全国トップクラスの優遇措置

採用のしやすさ

• 大学立地、専門的・技術的従事者の多さ

神奈川県内の拠点への近接性

• 昔からの生産拠点や研究開発拠点が
多数立地

本社従業員の通勤利便性

• 移転前からの従業員の住まいの存在

都心の賃料下落・ＭＭの賃料上昇

横浜市に本社が集積した背景要因

働く人々に快適な働き方を提供し続け、横浜ゆかりの企業に居続けてもらう

残された強みを活かす

リニア開通等による
競合自治体のアクセス性向上

地方創生を背景とする
より充実した企業誘致策
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②研究開発拠点 

着目した理由 

○ 神奈川県は研究所立地件数が日本一多い 

○ 横浜市は研究者・技術者が他の大都市と比較しても多い 

○ 研究開発は国の重要政策であるだけでなく、雇用創出効果が高く地域経済にとっても重要 

 

横浜市における研究開発拠点集積の要因と今後の変化、将来における方向性（案） 

 
○ 横浜市には、みなとみらいなどの割安な土地、理化学研究所などの大学・公的研究機関の立地、

他の大都市と比較しても多い研究者・技術者の存在、高いアクセス性といった研究開発拠点を設

置するのに重要な条件が揃っていました。また、京浜工業地帯であったため市内に多数の工場や

その跡地といった研究開発拠点を設置するのに適した「まとまった広さの土地」が存在していた

という横浜市ならではの要素もあり、研究開発拠点の集積が実現しました。さらに最近では、研

究開発拠点等の機能が集積してきたことでオープンイノベーションを期待し、さらに研究開発拠

点を設置する動きも見られます。 

○ 今後、みなとみらい地区の賃料上昇や公的研究機関の地方移転リスクといった変化が考えられ、

横浜市内の研究開発拠点集積が弱まる可能性もあります。一方で、工場跡地を利用した土地の供

給や研究者・技術者の存在といった以前からあった強みも続くと思われ、これらを活かしビジネ

ス化・産業化につながるようなイノベーションを実際に起こしていくことが求められます。 

○ イノベーションの創出に向け、既に集積している大学・公的研究機関・民間企業の研究開発拠点

間の交流や、みなとみらいの美術館やコンサートを目的に横浜に集まってくる様々な消費者との

交流を通じた最新ニーズの把握しやすさといった横浜市ならでは要素を活かしていくことが重要

と考えられます。 

  

工場敷地・跡地の存在

•以前からの工場立地が
企業の研究開発拠点として利用

オープンイノベーションへの期待

•集積により研究者・技術者同士の
交流が生まれ新たなイノベーションが
起こる可能性

研究開発拠点立地の条件 横浜ならではの要素

横浜市に研究開発拠点が集積した背景要因

異業種や消費者との交流によってイノベーションがおこる街・横浜

残された強みを活かす

ビジネスにつながる
イノベーションが実現できるか

公的研究機関の
地方移転リスク

ＭＭの賃料上昇

割安な土地

• みなとみらいなど割安な広い土地

大学・公的研究機関の立地

• 理化学研究所など多数の研究機関が存在

豊富な研究者・技術者

• 全国的にも多い研究者・技術者人口

高いアクセス性

• 都心への近さ、モニターの集めやすさ
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③外資系企業 

着目した理由 

○ 神奈川県の外資系企業立地件数が全国で２番目に多い 

○ そのうち約６割は横浜市に立地し、市区町村別では立地件数が全国で５番目に多い 

○ 外資系企業は「雇用の創出」と「生産性の向上」をもたらすため域経済の活性化が期待できる 

 

横浜市における外資系企業集積の要因と今後の変化、将来における方向性（案） 

 
○ 横浜市に外資系企業が集積するにあたり基礎的な要因となったのが東京や国内外の都市へのアク

セス性の良さと、東京都心部と比べて賃料が安いオフィスの存在でした。さらにこれらを基本的

な強みとしつつ、研究者・技術者といった専門人材が豊富であること、外国人の互助的なコミュ

ニティが存在し外国人従業員にとって住みやすい環境が整っていたことが横浜市ならではの強み

であり、外資系企業が集積する要因になったと考えられます。 

○ こうした横浜市の強みがある一方で、コロナ禍によりオフィス賃料の先行きは不透明であり、ま

た近年の大学の都心回帰により専門人材の供給が減少する可能性もあるなど、将来的には横浜市

の強みが相対的に弱まる可能性も考えられます。そうした可能性を鑑みると、横浜市が今後もよ

り外資系企業を集積させるには誘致の方向性を明確化し、横浜市ならではの特徴を打ち出す必要

があります。 

○ 一つの可能性として考えられる方向性は、横浜市を外資系企業の「補助機能の集積地」と位置づ

けることで、独自のポジショニングを確立する戦略です。近隣の競合地である東京をアジアの各

都市と拠点誘致合戦を行う「アジアの拠点機能の集積地」として位置付けたうえで、横浜市をそ

の研究開発等の「補助機能の集積地」として位置づけることで、独自の機能的特色を打ち出し差

異化を図ることができます。アクセス性や住環境の良さといった従来の強みによって国内の競合

都市と戦いつつ、横浜市の「アジアの補助機能拠点の集積地」としての面を強化することができ

れば、国際的にも独自の競争力を持つこととなり、外資系企業のさらなる誘致が視野に入ると考

えられます。 

〇高いアクセス性

…東京、各主要都市、海外へのアクセス

〇安いオフィスコスト

…東京都心部と比較した割安さ

〇豊富な専門人材

…全国上位の研究者・技術者数。大学も多数立地

〇外国人が住みやすい住環境

…外国人社員同士の互助的コミュニティなど

△パートナー企業の集積
…競合都市と比べると強みでない可能性

横浜市ならではの特徴を打ち出す必要性

基本要因 横浜ならではの要因

横浜市を外資系企業の「補助機能の集積地」と位置づける

今後、横浜市が置かれる状況

これまで横浜市に存在した外資系企業の集積要因

横浜市の優位性が相対的に弱まる可能性

●オフィス賃料の変動 ●専門人材供給の減少
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④製造業 

着目した理由 

○ 京浜工業地帯としての歴史 

○ 全国第３位の製造品出荷額等 

○ 横浜市は製造業に携わる人が他の大都市と比較しても多い 

 

横浜市における製造業変容の要因と今後の変化、将来における方向性（案） 

 
○ 京浜工業地帯の一角として日本の高度経済成長を支えてきた横浜市でしたが、国際競争の激化や

横浜市の賃金水準の高さによって市内製造業は変容していきました。市内にあった大企業の工場

が移転・閉鎖し、閉鎖しなかった工場でも生産機能を縮小させ、研究開発機能強化や生産性を高

めるための取組が行われ、横浜市の製造業従事者数や製造品出荷額等は減少しました。特に横浜

市の主力であった加工組立型産業（一般機械・電気機械・輸送機械・精密機械）は社会経済変化

の影響を大きく受け、製造品出荷額等は大きく減少しています。一方、高い生産性を維持してい

る石油製品・石炭製品製造業や食料品製造業は製造品出荷額等を維持・向上させ、現在でも横浜

市の製造品出荷額等は全国で３位となっています。 

○ 今後も横浜市の製造業は厳しい状況に置かれると考えられます。現在の主力産業となっている石

油は、脱石油や人口減少の影響により需要が低下すると見込まれています。近年は全国で製油所

の統廃合も相次いでおり、今後横浜市にもその流れが押し寄せる可能性はあります。また、ＡＩ

やＩｏＴといった新技術を活用した生産性向上の動きによって、さらに製造業の雇用創出効果は

小さくなる可能性があります。 

○ このように横浜市における製造業の生産機能は今後も縮小する傾向にあると考えられますが、そ

の一方で製造業の研究開発機能は横浜市に集積するようになっています。今後は、研究開発機能

が集積する街として強みを発揮していくべきと考えられます（詳細は（２）研究開発機能を参照

のこと）。 

  

研究開発拠点の集積地・横浜へ

残された強みを活かす

石油需要の減少

• 脱石油の動きや人口減少に
より需要減少する見通し

• 近年、製油所閉鎖の動きも

つづく生産機能縮小・合理化

• ＡＩやＩｏＴといった技術
を用いた合理化より雇用創
出効果はますます低下

研究開発拠点の集積

• 生産機能を縮小した工場敷
地内や工場跡地を利用した
研究開発拠点の設置

主力製造業の変化

• これまで加工組立型産業（電気機械器具製造業や一般機械器具製造業）が主力だったが、
近年は石油製品・石炭製品製造業や食料品製造業が主力に

生産機能縮小・合理化

• 市内製造業では工場の移転・閉鎖の動きが続いている

•工場閉鎖をしない場合も、生産機能は縮小させ研究開発機能を強化しているケースや
徹底的な合理化を進めて操業を続けるケースが多い

市内製造業のこれまでの動き

今後、予想される動き
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２ 
2040年を展望し、重点的に取り組むべき分野の洗い出し及び各分野における
対応策の検討に向けた分析 

（ア）重点的に取り組むべき分野の洗い出し 
○ 「（ア）重点的に取り組むべき分野の洗い出し」では、「（１）2040年を展望して取り組むべき方向

性を検討するための分析」の検討を踏まえ、横浜市と協議の上、2040年を展望し重点的に取り組

むべき分野を洗い出し、「横浜市中期４か年計画 2018-2021」で示す戦略及び戦略の柱（同計画冊

子 P.11参照）に相当する単位で整理し各分野の方向性の案を整理しました。 

○ 具体的には 14の分野ごとに「目的別分類シート」を作成し以下の項目の整理を実施しました。 

・2040年を見据えた事象 

・課題 

・方向性（案） 

・当該分野における重要な取組 

・2040年を見据えた際に生じる事象・変化と課題 

・取組の方向性 

参考：目的別分類シートの添削内容の例 
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（イ）各取組の目標設定に係る論理的整理、指標の設定に資するデータ収集 
○ 「（イ）各取組の目標設定に係る論理的整理、指標の設定に資するデータ収集」について、論理的

な整理については横浜市と相談の上、「（ア）重点的に取り組むべき分野の洗い出し」で一緒に対

応しており、当該箇所では指標の設定に資するデータの収集を行いました。 

○ 具体的には、「（１）2040年を展望して取り組むべき方向性を検討するための分析」での調査・分

析結果を踏まえて検討のためのデータを整理しています。目的分類別シートとの対応関係を整理

するとともに、PPT形式で分かりやすくデータを整理しています。 

参考：目的別分類シートとの対応関係の整理の例 
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参考：ＰＰＴでの整理例 

  

  

  

  

  

【1-①-1】横浜市の人口推移（各年10月１日現在）
＜冊子p.1＞

○ 令和元（2019）年10月１日現在、本市の人口は3,748,781人で、前年と比べた増加率（対前

年人口増加率）は0.2％。平成14（2002）年まで対前年人口増加率は１％を超えていたものの、

それ以降は減少傾向であり、平成23（2011）年以降は概ね0.5％を下回る水準。
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【1-①-8】人口増減率（総人口、平成17（2005）～平成27（2015）年）
＜冊子p.8＞

○ 平成17（2005）年から平成27（2015）年にかけての人口増減率の変化をみると、「-20%以

上 0％未満」と「0％超10％未満」が多い。

【8】地域経済循環図（2015年）
＜冊子p.8＞

○ 環境省「地域産業連関表」・「地域経済計算」に基づいて作成された平成27（2015）年の地域

経済循環図をみると、横浜市の地域経済循環率は82.8％。この地域経済循環率は低いほど他地

域から流入する所得に対する依存度が高くなる。

○ 支出から生産へ還流される額は129,955億円であり、所得からの支出の億円との差額である

27,027億円は他地域へ流出。

【14】職業大分類で見た横浜市に居住する就業者
＜冊子p.13＞

○ 横浜市に住む就業者を職業ごとにみると、

「専門的・技術的従事者（※1）」「事務

従事者（※2）」が市内での割合も高く、

他の大都市と比較しても多い。

横軸：職業大分類ごとの就業者に占める割合

縦軸：職業別特化係数（横浜市の職業Ｘの従業

人口構成比÷21大都市の職業Ｘの従業人口構成

比）
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※1 高度の専門的水準において，科学的知識を応用した技術的な仕事に従事するもの及び医療・教育・法律・宗教・芸術・その他
の専門的性質の仕事に従事するものが分類される。

※2 一般に課長（課長相当職を含む）以上の職務にあるものの監督を受けて，庶務・文書・人事・調査・企画・会計などの仕事に
従事するもの及び生産関連・営業販売・外勤・運輸・通信に関する事務並びに事務用機器の操作の仕事に従事するものが分類

される。

【1-1】 人口構造（全国）
＜冊子p.２＞

○ 人口は平成22（2010）年を境に減少局面に転じ、令和２（2020）年度以降も一貫して減少傾

向。

○ 人口構造としては、年少人口・生産年齢人口は一貫して減少しているのに対し、老年人口は一

貫して増加傾向。超高齢社会に突入。

○ 生産年齢人口は対平成27（2015）年比で22.6％減少する一方、老年人口は35.3％へとさらに

進行する見込み。
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【１-2】 社会増減（首都圏）
＜冊子p.4＞

○ 社会増減（首都圏）は、昭和50（1980）年代中頃からの景気拡大を背景に流入超過で推移。

○ バブル崩壊による景気低迷に伴い、平成６（1994）年には流出超過に。

○ その後は、再び流入超過に転じたものの、東京都の近隣県（神奈川県、埼玉県、千葉県、

茨城県など）では流入量が鈍化。

→圏域中心への一極集中、都心回帰の傾向が顕著に

【２-１】 都市構造に負の影響をもたらす事象 ～都市のスポンジ化～
＜冊子p.14＞

○ 空家のうち、都市のスポンジ化の直接的な要因となる「その他の住宅※ （以下「その他空家」

という）」について、平成15（2003）年から平成25（2013）年における首都圏の市区町村ごとの

推移では、郊外部ほど空家率（総住宅に占めるその他空家の割合）が高く、かつ増加傾向が強

くなっており、特に縁辺部では10％を超える地域もある。

※その他の住宅：転勤・入院等のための居住世帯が長期にわたって不在の住宅や、建替えなどのために取り壊すことになって

いる住宅のこと。

【２-３】 現在から将来に至る基幹的な都市基盤整備事業

～首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の整備～ ＜冊子p.２５＞
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（ウ）政策―施策―事業のつながりを客観的に示す手法の提案
○ 2040年を展望して重点的に取り組むべき分野ごとの目標達成に向け、取り組むべき政策、施策、

事業を庁内で検討するため、政策-施策-事業が「目的と手段」の関係でつながっていることを客

観的に示す手法の提案を実施しました。

○ 具体的には「評価の前提条件の考え方」と「地域課題の貢献度の評価の必要性」を整理し、「地

域課題への貢献度の評価のために必要な政策体系の条件」を考察し、「論理的な政策体系を構築

するための手法」を提案しました。詳細は「政策・施策・事業のつながりを客観的に示す手法」

をご参照ください。

以上 


